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１ 「島原市地域クラブ認定制度」の策定に当たって 

  学校部活動は、体力や技能の向上を図る目的以外にも、異年齢との交流の中で、生徒

同士や生徒と教員等との好ましい人間関係の構築を図り、学習意欲の向上や自己肯定感、

責任感、連帯感の涵養に資する等、学校という環境における生徒の自主的で多様な学び

の場として、教育的意義を有してきた。 

また、スポーツや文化芸術に興味・関心のある同好の生徒が、自主的・自発的に参加

し、各部活動の責任者の指導の下、学校教育の一環として行われ、教員等の献身的な支え

により、本市のスポーツ・文化芸術振興の一翼を担ってきた。 

しかし、少子化が進む中、学校部活動をこれまでと同様の体制で運営することの難し

さが増している。現状として、学校によっては存続が厳しい状況にある。 

こうした状況の中、文部科学省は、学校部活動の段階的な地域展開に関する検討を進

め、2025（令和７）年 12 月に「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合

的なガイドライン」（以下、国ガイドライン）を策定し、新たな地域クラブ活動を整備す

るために必要な対応等が示された。 

国ガイドラインでは、生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動を実現するためには、学校

と地域との連携・協働により、学校部活動の在り方に関し速やかな改革に取り組み、生徒

や保護者の負担に十分配慮しつつ、持続可能な活動環境を整備することが求められてい

る。 

円滑に地域移行を進めていくために、本市では、学校部活動を取り巻く環境の変化に

対応しつつ、生徒が望むスポーツ・文化芸術活動に親しむことができる機会や環境を確

保する必要がある。 

そこで、学校と市や各関係団体等が連携して学校部活動の段階的な地域展開を進めて

いき、地域の運営団体・実施主体による地域スポーツクラブ活動及び地域文化芸術クラ

ブ活動（以下、「認定地域クラブ活動」という。）を新たに整備するため、「島原市地域ク

ラブ認定制度」を策定することとした。 

本市の学校、スポーツ・文化芸術団体等の関係者が、本制度を踏まえ共通理解した上

で、地域の実情に合わせて、様々な手法の中から創意工夫を凝らし、段階的な取組を進め

ていく。 

 

２ 認定地域クラブ活動 

認定地域クラブ活動は、学校の教育課程外の活動として、社会教育法上の「社会教育」

（主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動、体育及びレクリエーシ

ョンの活動を含む。）の一環として捉えることができ、また、スポーツ基本法や文化芸術

基本法上の「スポーツ」「文化芸術」として位置付けられるものでもある。したがって、
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認定地域クラブ活動は、学校と連携・協働し、学校部活動の教育的意義を継承、発展しつ

つ、スポーツ・文化芸術の振興の観点からも充実を図ることが重要である。 

 

（１）認定要件 

   認定地域クラブ活動は、学校部活動の教育的意義や役割を継承する活動であることを

踏まえ、単に中学生が加入するスポーツ・文化芸術クラブ等とは区別する必要がある。 

  そこで、国ガイドラインの認定要件を踏まえ、下記の通り定め、①～⑥すべてを満た

すことを条件として、満たさない場合は原則として、認定しない。 

① 国ガイドラインに準じた活動を行う学校部活動を引き受ける団体であること 

② 公認スポーツ・文化芸術指導者資格を有している、または島原市が基準として示

す指導者資格を有していること 

③ 活動の運営・維持に必要な範囲で、可能な限り低廉な会費を設定していること 

④ 規約等に基づいて団体の運営を行い、会計について公の場（団体の総会等）で承

認を受け、適切に処理されていること 

⑤ 活動中の事故やトラブル等の管理責任が明らかであり、その解決に向け、必要に

応じて学校と連携する体制が整っていること 

⑥ 活動状況について、定期的に生徒の在籍校と情報共有等が行われていること 

 

（２）参加者 

従来の学校部活動に所属している生徒だけでなく、今まで学校部活動に所属していな

い生徒、各種スポーツ・文化芸術活動を苦手としている生徒、障害のある生徒等を含め

て、参加を希望する全ての生徒を対象とする。 

 

（３）指導者 

生徒にとってふさわしい認定地域クラブ環境を整備するため、専門性や資質・能力を

有する指導者であること。また、生徒の多様なニーズに応えられるよう、資質向上に取り

組み、以下の①～⑤の全てを満たす者とする。 

① 成人（満１８歳）に達していること（学生を含む） 

② 本市、長崎県、国の指導方針に基づいて指導することができ、日頃から必要な知識

や技術の習得に努めていること（技術、責任感や連帯感、公正さや規律を尊ぶ態度、

社会性、思考力や判断力等、心身を育てる総合的な指導力など） 

③ 地方公務員法第１６条１「欠格条項」及び学校教育法第９条各号「欠格事由」に該

当しないこと 

④ 過去の指導において、体罰、ハラスメント等、指導者として不適格と認められる事

項のないこと 

⑤ 以下の（ア）～（カ）のいずれかに該当する者 
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(ア) 教員免許を取得しており、当該運動競技や文化芸術活動の部活動指導実績

がある者 

(イ) （公財）日本スポーツ協会等の中央競技団体が認定する指導者資格を有す

る者（スポーツ指導者資格等） 

(ウ) 学校教育法第１条に規定する学校において、当該運動競技や文化芸術活動

の部活動で指導実績のある者 

(エ) 市内各運動競技団体・各文化芸術団体、市教育委員会、市内中学校長のい

ずれかの推薦がある者 

(オ) 高等学校卒業程度の資格を有し、専門学校、大学もしくは大学院に在籍か

つ当該運動競技や文化芸術活動の経験があり、出身学校、専門学校、大学の関

係者から指導者として適格であると推薦された者 

(カ) その他、本市または県が定める研修会を修了した者 

 

３ 認定地域クラブ活動の運営 

認定地域クラブは、本市や長崎県の方針、国のガイドライン、各運動競技団体や各文化

芸術団体等が策定する方針等を遵守し、生徒それぞれの志向にあった活動を行うなど、

適切な運営が行えるよう、規約等の策定、人員体制の整備等を行う。 

また、移行期においては、活動の運営方針、月間・年間の活動計画、活動中のトラブル

や事故の対応を含む管理責任等を明確にし、適切な管理を行う。 

 

（１）クラブ規約等の策定 

認定地域クラブは、生徒や保護者に対し、安心して参加できる団体であることを示す

ためにクラブ規約等を策定し、入会前に生徒や保護者の理解を十分に得ること。 

≪参考≫クラブ規約等の構成例 

１ 総 則（クラブの名称と所在地） 

 ２ 目 的 

 ３ 事 業 

 ４ 会 員（資格、手続き、会費等） 

 ５ 役員及び事務局（役職、選出方法と任期、任務等） 

 ６ 会 議（総会や運営委員会等の運営組織とその役割） 

 ７ 会 計（会計年度、会計の原則、資金の管理等） 

 ８ 規約の改定 

 ９ クラブの解散 

 10 附 則（施行日等） 
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（２）クラブ運営方針の策定 

認定地域クラブは、上述の規約等に基づいて、「運営方針」を策定し、活動の方向性を

示す。 

≪参考≫クラブ運営方針の内容例 

・活動の目的 ・育てたいクラブ加入者像 ・向上させたい力 

・具体的な手立て ・活動時間、休養日 等 

※認定地域クラブの「運営方針」策定に当たって、生徒の中には、より上位の大会や

コンクールを目指すだけでなく、基礎体力や社会性を身に付けることを目的にした

り、仲間と楽しい時間を過ごすことを目的にしたりする者もいるなど、生徒の志向

が多様であることを受け入れ、勝利至上主義に傾倒することがないように配慮する

こと。 

 

（３）競技団体や大会等への参加登録 

生徒が大会に参加する場合は、大会の資格要件等（参加対象や登録の必要性、保険等）

を十分に確認し、以下のことについて留意する。 

① 認定地域クラブとして大会参加を目指す場合、必要に応じて各競技団体や各連盟等

への登録や加盟が求められることから、運営団体は、移行期において、登録費の納

入が学校と二重にならないように配慮すること 

② 中体連・中文連等が主催する大会をはじめ、様々な大会への参加資格については、

それぞれの大会により出場要件等が異なるため、必ず事前に確認すること 

③ 認定地域クラブとして大会参加が実現する場合は、大会の役員や審判等、大会運営

にスタッフとして積極的に参加すること 

 

（４）適切な休養日等の設定 

認定地域クラブ活動は、生徒の心身の成長に配慮して、健康に生活を送れるよう、休養

日・活動時間を設定する。 

その際、学校部活動と認定地域クラブ活動が併存する場合は、生徒の成長や生活全般

を見通し、認定地域クラブと学校を中心とした関係者が連携し調整を図る。 

① 休養日 

(ア) 学校の学期中は、週２日以上の休養日を設けることとし、平日は少なくと

も１日以上、休日も少なくとも１日以上を休養日とすること（休日に大会参加

等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替えること） 

(イ) 認定地域クラブ活動を休日のみ実施する場合は、原則として１日を休養日

とし、休日に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の休日に振り替えるこ

と 

(ウ) 学校の長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いとし、生徒が十
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分な休養を取ることができるよう、ある程度長期の休養期間（オフシーズン）

を設けること 

 

② 活動時間 

(ア) １日の活動時間は、平日は２時間程度、休日は原則として３時間程度とし、

できるだけ短時間に、合理的かつ効率的・効果的な活動を行うこと 

(イ) 大会等（遠征・合宿・練習試合を含む。）は、上記の練習時間とは別にされ

るが生徒の健康・安全を第一に考えること 

(ウ) 地域や学校の実態を踏まえて活動時間は工夫すること（定期試験前後の一

定期間に休養日を設ける、週間、月間、年間単位での活動頻度・時間の目安を

定める等） 

 

（５）活動場所 

活動場所は、市内各中学校、公共のスポーツ・文化芸術施設、社会教育施設だけでな

く、地域団体・民間事業者等が有する利用可能な全ての施設が活動場所となる。 

また、学校施設を利用する際は、施設の設置者の許可を得て、設置者が定める規則等を

遵守する。 

移行期においては、学校施設で学校部活動が行われていることが想定されるため、学

校施設管理者、施設の設置者、関係団体等で協議を行い、複数の団体が希望する場合は公

平に利用することができるよう調整するなど、緊密に連携を図る。 

 

（６）会費の適切な設定と保護者の負担軽減 

認定地域クラブは、生徒や保護者、地域住民等の理解を得つつ、活動の運営・維持に必

要な範囲で、可能な限り低廉な会費を設定する。 

また、認定地域クラブは、公正かつ適切な会計処理を行い、組織運営に透明性を確保す

るため、関係者に対する情報開示を適切に行う。 

 

（７）保険への加入 

認定地域クラブは、指導者や参加する生徒等に対して、事故や自身の怪我等を補償す

る保険や個人賠償責任保険への加入を義務付ける。 

保険適用の範囲については、活動の最中のみならず、活動場所への移動中に事故等が

あった場合にも適用を受けることができる内容を検討する。 

 

（８）認定地域クラブと学校等の連携 

生徒は認定地域クラブ活動に加え、地域の活動や、移行期には学校部活動も行うなど、

多様な活動をすることが想定される。そのため、心身に負担がかかり、健全な発育・発達
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に弊害が出ることのないよう、学校と活動内容等の情報を共有し、活動過多の予防に資

する。 

また、認定地域クラブの指導者及び保護者は、生徒の将来を見据えた指導が必要にな

ってくることから、通常の活動に加えて進路面等についても学校と情報を共有する。 

 

（９）教員等が兼職兼業を行う場合の条件等 

教員等が認定地域クラブ活動に従事し、兼職兼業を行う場合、公立学校の教員等（常

勤・非常勤を問わず、事務職員等も含む。以下、同じ。）は、「島原市立学校教職員が認定

地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業の許可に関する要綱」を満たした場合に、兼

職兼業を行うことが可能である。 

認定地域クラブ活動に従事することを希望する教員等については、学校以外の団体か

ら報酬を受けて従事することになるため、一般的な手続きとして、兼職兼業希望先から

の依頼を基に、校長等へ相談・了承の上、島原市教育委員会の兼職兼業の許可を得て、認

定地域クラブ活動に従事することとなる。※パートタイム、会計年度任用職員は兼職兼

業の許可は不要 

①ボランティアとして認定地域クラブ活動に従事する場合 

認定地域クラブ活動に従事することを希望する教員等が、業務時間外において、無償

又は交通費等の実費弁済のみの支給で従事する場合、島原市教育委員会の兼職兼業の

許可は不要である。 

ただし、ボランティアであったとしても、労務の対価として謝礼があるもの（有償ボ

ランティア）については、島原市教育委員会の兼職兼業の許可が必要になるので、校長

等へ事前相談を行う。 

活動中の事故等の責任は一義的には運営主体が負うこととなるため、ボランティア

（無償・有償に限らず）であったとしても、注意義務等が問われるので留意する。 

 

②大会スタッフとして大会運営に参画する場合 

これまで、大会運営に従事する際に、教員等の立場として従事しているのか、個人の

立場として従事しているのか、曖昧な状況にあったが、教員等の労務管理や服務監督の

観点から、その身分等について明確にすることが重要である。 

大会スタッフとして大会運営への参画を希望する教員等は、大会の主催者からスタ

ッフになることを委嘱され、委嘱報酬を得て大会主催者の一員として大会に従事する

場合、大会主催者が官民にかかわらず、島原市教育委員会の兼職兼業の許可が必要にな

る。 

この手続きとしては、大会主催者からの依頼を基に教員等から校長等へ相談し、了承

の上、島原市教育委員会の兼職兼業の許可を求める。 

活動中の事故等の責任は一義的には大会主催者が負うこととなるが、大会スタッフ
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として責任等が問われることがあるので大会主催者に確認する。 

このため、事故等に備えた保険に大会主催者が加入しているか確認し、必要に応じて

個人でも加入することが望ましい。 

  

③事故が発生した際の責任・対応について 

事故が発生した場合の責任主体は、認定地域クラブや大会の主催者が責任を負うこ

とになるが、認定地域クラブ活動に従事している教員等にも責任がある場合、当該教員

等の服務の取扱いや処分の検討、損害賠償責任等の民事上の責任については、基本的に

認定地域クラブとの関係において対応がなされるものである。 

また、本人に事故があった場合には、損害賠償責任等の民事上の責任については、基

本的に認定地域クラブとの関係において対応がなされるものである。 

 

４ 地域クラブの認定手続き 

（１）島原市からの支援 

島原市地域クラブに認定された団体については、以下①～③までの支援を島原市が行

うこととする。 

① 公共のスポーツ・文化芸術施設の低廉な利用料での利用を認めるほか、地域の中学

校をはじめとする学校施設利用の優先的な許可 

② 中体連主催大会の上位大会への参加について派遣費を補助 

③ その他、クラブの運営に関することについて 

 

（２）島原市地域クラブ認定申請 

認定を受けようとする団体は、申請書（様式第１号・第２号）により、関係資料を添え

て申請を行うものとする。 

なお、認定を受けようとする団体は、提出しなければならない。 

 

（３）島原市地域クラブ認定の決定及び通知 

島原市は、島原市地域クラブ認定申請を受けたときは申請内容を審査し、認定の決定

をするものとする。 

島原市は、認定を決定したときは、提出された島原市地域クラブ申請書（様式第１号）

により申請者に通知するものとする。 

島原市は、認定の決定に際し必要と認めるときは、条件を付することができる。 

 

（４）活動計画の変更等 

島原市地域クラブ認定団体は、認定決定後、活動内容を著しく変更、または活動を中止
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しようとするときは、あらためて活動計画書、もしくは書面を島原市に提出する。 

 

（５）活動報告書の提出 

認定された地域クラブは、認定を受けた翌年度の４月末日までに、活動完了報告書に

関係書類を添えて提出しなければならない。 

 

（６）島原市地域クラブ認定不決定クラブ及び未申請クラブ 

島原市認定地域クラブに申請し、不決定もしくは申請手続きを行っていないクラブに

おいて、怪我や運営、活動場所等のトラブルが発生した場合、島原市及び学校側において

は一切責任を負わない。 

 

（７）島原市地域クラブ認定取り消し 

島原市地域クラブ認定の決定を受けた後、次の各号のいずれかに該当することが判明

したときは、認定の取り消し及び補助金の全部又は一部の返還を命じる。 

① 申請内容に虚偽の申告があったとき 

② 地域クラブの運営や活動内容が著しく不適当と認められ、改善の勧告やその他指

示に従わないとき 

③ 地域クラブが組織的な違法行為を行い、活動を継続することが社会通念上著しく

不適当と判断されるとき 

④ その他、地域クラブ活動を継続することが不適当と認められるとき 

 

（８）認定地域クラブ活動に対する指導助言等 

島原市教育委員会は、定期的な報告、ヒアリング、現地確認等により、認定地域クラブ

活動の取組状況等を把握し、必要な指導助言等を行うものする。 

 

５ 個人情報の取り扱い 

島原市地域クラブ認定申請書等に記載された内容については、認定地域クラブの円滑な

運営の目的以外には利用しない。  

 

６ 関係法令 

1 地方公務員法第１６条 

次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は

競争試験若しくは選考を受けることができない。 

一 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる
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までの者 

二 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者  

三 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、第六十条から第六十三条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた者 

四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊

することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

２ 学校教育法第９条 

次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。 

一 禁錮以上の刑に処せられた者 

二 教育職員免許法第十条第一項第二号又は第三号に該当することにより免許状がその効

力を失い、当該失効の日から三年を経過しない者 

三 教育職員免許法第十一条第一項から第三項までの規定により免許状取上げの処分を受

け、三年を経過しない者 

四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊

することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

３ 学校教育法第１条 

この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学

校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。 

 

４ 地方公務員法第３８条（営利企業への従事等の制限） 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他営利を目的とす

る私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定める

地位を兼ね、若しくは自ら営利企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務に

も従事してはならない。ただし、非常勤職員については、この限りでない。 

 

5 教育公務員特例法第１７条（兼職及び他の事業等の従事） 

教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業若しくは事務に

従事することが本務の遂行に支障がないと任命権者において認める場合には、給与を受け、

又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従事することができる。 

 

 

 



様式第１号 

 

 

令和   年   月   日 

島原市教育委員会教育長 様 

 

令和 年度 島原市地域クラブ認定申請書 

 

「島原市地域クラブ設立制度」に従い、別添の構成員名簿・参加者名簿のメンバー及び

指導者で地域クラブ活動を行いますので申請します。 

 

１ 地域クラブ名 

 

 

２ 地域クラブ代表者 

代 表 者 氏 名  

住   所  

連 絡 先  

 

３ 主な活動内容 

活 動 内 容   

 

４ 主な活動予定場所 

施 設 名  

 

５ 添付書類 

  （１）令和 年度 島原市地域クラブ指導者申請書（様式第２号） 

  （２）令和 年度 島原市地域クラブ構成員名簿 （別添１：参考様式） 

  （３）令和 年度 島原市地域クラブ参加者名簿 （別添２：参考様式） 

  （４）令和 年度 島原市地域クラブ活動計画書 （別添３：参考様式） 

  （５）令和 年度 島原市地域クラブ収支予算書 （別添４：参考様式） 

  （６）団体の規約または会則等 

  （７）前各号に掲げるもののほか、島原市教育委員会教育長が必要と認める書類 

 各種申請書を確認し、令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

                    を島原市地域クラブとして認定する。 

 

   令和  年  月  日 

               島原市教育委員会 教育長         印 



 

 

 

 令和  年   月   日 

 

島原市教育委員会教育長 様 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ指導者申請書 

 

【地域クラブ名】 

 

 

 上記地域クラブにおいて、指導者となることを申請します。 

なお、島原市や長崎県の方針、国のガイドライン、各競技団体・文化芸術団体等が策定す

る指針等を遵守し、参加者それぞれの志向にあった指導を行います。 

 

１ 指導者 

氏   名  

住   所  

連 絡 先  

※本申請書は、指導者１人につき１枚提出してください。  

※島原市教育委員会に兼職兼業の許可を得ている教員等は本申請書の提出は不要です。 

 

２ 指導者資格 

以下の（ア）～（カ）に該当するものを選択し、丸（〇）で囲んでください。 

（ア）教員免許を取得しており、当該競技や文化芸術活動の部活動指導実績がある者 

（イ）公益財団法人日本スポーツ協会等の中央競技団体が認定する指導者資格を有する

者（スポーツ指導者資格等） 

（ウ）学校教育法第１条に規定する学校において、当該運動競技や文化芸術活動の部活

動の指導実績のある者 

（エ）市内各運動競技団体、市内各文化芸術団体、市教育委員会、市内中学校長のいずれ

かの推薦がある者 

（オ）高等学校卒業程度の資格を有し、専門学校、大学もしくは大学院に在籍かつ当該運

動競技や文化芸術活動の経験をもっており、出身学校、専門学校、大学の関係者から

指導者として適格であると推薦された者 

（カ）その他、本市または県が定める研修会を修了した者 



 

 

 

令和  年   月   日 

 

令和 年度 島原市地域クラブ構成員名簿 

１ 地域クラブ代表者 

代表者氏名  

住   所  

連 絡 先  

 

２ 地域クラブ運営役員 

氏   名  

住   所  

連 絡 先  

役   職  

  

氏   名  

住   所  

連 絡 先  

役   職  

 

氏   名  

住   所  

連 絡 先  

役   職  

 

氏   名  

住   所  

連 絡 先  

役   職  

※地域クラブにおいて、役員関係者（指導者を除く）のみを記載してください。 

 役員と指導者を兼務する場合には、本名簿にも記載してください。 

※記入欄が不足する場合は、記入欄の追加、別紙書式を作成し、提出していただいても構

いません。 



 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ参加者名簿 

 

 

№ 氏 名 学年 所属校 № 氏 名 学年 所属校 

１    16    

２    17    

３    18    

４    19    

５    20    

６    21    

７    22    

８    23    

９    24    

10    25    

11    26    

12    27    

13    28    

14    29    

15    30    

※参加者に変更（加入・脱退）があった場合は、「氏名」、「学年」、「所属校」が分かるもの

を提出してください。 

  

 

                 地域クラブ名（             ） 

                 代  表  者（                  ）           

 

 

 

  年   月   日 



 

 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ活動計画書 

 

【地域クラブ名】 

 

 

１ 責任者・指導者等 

責 任 者  

指 導 者  

そ の 他  

 

２ 活動予定内容 

 

 

３ 主な活動日・場所・時間 

 （１）休養日 

   ①学校の学期中は、週２日以上の休養日を設けること 

   ②平日は少なくとも１日以上、休日も少なくとも１日以上を休養日とすること 

   ③休養日に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替えること 

   ④学校の長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いとすること 

 

 （２）活動時間 

   ①1日の活動時間は、平日は２時間程度、休日は原則として３時間程度とすること 

   ②大会等（遠征・合宿・練習試合を含む）は、上記の練習時間と別にされるが、生

徒の健康・安全を第一に考えること 

   ③地域や学校の実態（定期試験前後等）を踏まえて活動時間は工夫すること



 

 

 

 

（３）週間スケジュール 

   ①活動を行わない曜日(休養日)には斜線を引くこと 

②活動場所の調整等により活動計画に変更がある場合、再度活動計画書の提出は 

不要であるが、活動時間、休養日は上記の規定を遵守すること 

活動日 開始時間 終了時間 活動時間 活動場所 

月曜日 ： ： 時間  

火曜日 ： ： 時間  

水曜日 ： ： 時間  

木曜日 ： ： 時間  

金曜日 ： ： 時間  

土曜日 ： ： 時間  

日曜日 ： ： 時間  

 

（４）年間スケジュール(参加予定大会等) 

4月  

5月  

6月  

7月  

8月  

9月  

10月  

11月  

12月  

1月  

2月  

3月  

  ※大会だけでなく、遠征、合宿、練習試合等、予定しているものを可能な限り記載し

てください。 



 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ収支予算書 

 

〇収入の部 

項 目 本年度予算額 前年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

合計    

 

〇支出の部 

項 目 本年度予算額 前年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

    

    

    

合計    



 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ収支決算書 

 

〇収入の部 

項 目 本年度予算額 本年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

合計    

 

〇支出の部 

項 目 本年度予算額 本年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

    

    

    

合計    

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  年   月   日 

 

令和 年度 島原市地域クラブ活動報告書 

 

【地域クラブ名】 

 

 

１ 責任者・指導者等 

責 任 者                         印 

指 導 者  

そ の 他  

 

２ 実績報告 

4月  

5月  

6月  

7月  

8月  

9月  

10月  

11月  

12月  

1月  

2月  

3月  

※大会だけでなく、遠征、合宿、練習試合等、実施したるものを可能な限り記載してくだ

さい。 

 

 

 



 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

令和 年度 島原市地域クラブ収支決算書 

 

〇収入の部 

項 目 本年度予算額 本年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

合計    

 

〇支出の部 

項 目 本年度予算額 本年度決算額 摘 要 

    

    

    

    

    

    

    

    

合計    

   

 


